


別添 

保安林の解除に関する意見について 

１．当該保安林の解除についての異議 

異議無し 

 

異議あり 

 

理由：  

1.酪農業への重大な影響 

2.国見山尾根筋の大幅な改変による水質・水量変化への懸念 

3.風車による騒音被害等の懸念 

 

私は、高知県長岡郡本山町木能津の権代集落に土地等を有し、標高約800mのこの地で 

1970年より乳牛を飼い、現在に至る55年の間、酪農を営んできた。現在は約300頭の乳牛 

を飼い、搾乳量は高知県下の10％を占め、県内生産量2位の牧場である。 

酪農において水はもっとも重要であり、牛の飲料水はもとより、清掃・洗浄に使用する水量は 

最低でも1日約23tを要する。 

この水は木能津川から取り込んでおり、木能津川の水源地はまさしく国見山である。国見山 

尾根筋の改変による水資源への影響は、私の牧場にとって即座に死活問題となる。 

私は、水源かん養保安林解除に関し、直接の利害関係者であることを別紙2の資料をもって 

示し、異議を述べる。 

森林法に基づく保安林及び保安施設地区関係事務に係る処理基準(平成12年4月27日付 

12林野治第790号、以下「処理基準」という)では、保安林解除に係る「直接の利害関係者」 

を以下のように明記している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙2-①のとおり、木能津川上流の赤色丸部分、標高約900ｍ地点に取水口を2か所設置 

しており、タンク1から約1Kmを経て私の牧場まで水を引いている。 

上流に位置するタンク1から風車建設予定地までの距離は、約200ｍと近距離である。尾根 

の改変により、水量の減少又は枯渇が起きる可能性があり、現在の水量が確保できなかった 

場合には、私の牧場は2週間と持たない。ゆえに、私は紛れもない直接の利害関係者である。 

貴社は、風車ヤードが香美市側に位置することを主張し「沢の流量への影響は小さい」と断言 

するが、水脈に影響しない根拠は貴社より何も示されていない。 

たとえ、風車ヤードが香美市側に位置したとしても、それは行政区画の話であり国見山の尾 

根の改変である事には変わりなく、水脈への影響を否定できるものではない。 

保安林の指定解除事務等マニュアル（風力編）令和7年4月改訂版でも、風力発電設備の設 

置に係る利害関係者については、『尾根上であれば、影響範囲は尾根を挟んだ両側の斜面 

となる』と明記されている。 

しかしながら、貴社は私を利害関係者の対象としなかった。このことは、不同意の意見となり 

うる者を排除する行為であると考えざるを得ない。『利害関係者の意見がより重要である』と 

する、基本通知＊1に違反する行為である。 

私は、直接の利害関係者であり、保安林解除は断じて容認しない。 
＊1「保安林及び保安施設地区の指定、解除等の取扱いについて」（昭和45年6月2日付 45林野治第921号 改令和7年3 

月18日付6林整治第1971号 

 

乳牛とともに生活をおくる酪農家にとって、水不足により乳牛を生命の危機に立たすことは、 

この身が削られる思いである。 

この私の悲痛の状況を貴社は全く理解せず、貴社の利益追求のみを推し進めていく。 

私がこの地で55年間、地道に築き上げてきた苦労や喜びや、またこの先の希望をも一瞬にし 

て破壊し、廃業に追い込まれる可能性があることを、貴社は無視し続けるのか。 

この状況でも事業を推し進めるのか、企業としての在り方を問う。 

 

私の居住及び牧場は、建設予定地より直線で1.3ｋｍの場所に位置する。 

保安林の解除後には高さ144ｍの巨大風車が12基立ち並ぶことから、私は、その振動や騒 

音に関して大きな不安を抱えている。低周波による人体への影響が医学的に解明されていな 

い状態で建設を進めることは許されるべきでない。 

2019年2月の環境影響評価技術審査会にて、「風車からの振動等」について高知県新エネ 

ルギー推進課からの質問に対し、貴社は、当牧場と風車設置予定地の距離は1.4ｋｍであり 

「影響は想定されない」と回答した。 

しかしながら、環境省水・大気環境局大気環境課大気生活環境室「風力発電施設から発生す 

る騒音等に対する取組について」（別紙3）によれば、騒音等による苦情者宅までの距離につ 

いて、『1500m以内ではどの距離でも苦情が起こりえる状況という結果になった』（2019年 

11月）とされている。 

つまり、貴社の「影響は想定されない」との回答に科学的根拠はない。 

 



 

現在、この牧場では、私を含む家族5人と従業員4人の計9人が生活している。 

睡眠障害などの影響が、共に暮らす家族や従業員に及ぶことがあってはならない。また、私は 

事業主であり従業員の健康を守る義務がある。 

ヒト同様に乳牛への影響も相当と考え、ひいては搾乳量の減少に繋がる恐れが十分にある。 

貴社の利益追求によって、実直に営んできた私の酪農に甚大な被害が及ぶことは許されな 

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意事項）１．本意見書は、森林法第32 条第１項に定められている異議がある旨の意見の提出機会に先立ち、保安 

林の解除の申請の段階における市町村長又は直接の利害関係者の異議の有無を把握することで、 

手続を円滑にすることを目的として、保安林の解除の申請者に対して申請書への添付を求めている 

のである。本意見書の提出が無かった場合や異議無しとした場合も、法定の提出機会において異議 

がある旨の意見を提出する（又は本意見書で提出した異議と異なる異議がある旨の意見を提出する） 

ことは差し支えない。 

２．必要に応じて参考資料を添付すること。 

３．保安林の解除について異議が無い場合は「１．当該保安林の解除についての異議」の「異議無し」に○ 

をつけ、異議がある場合は「異議あり」に○をつけるとともにその理由を記載すること。 

４．その他の事項について意見がある場合には、意見の趣旨を明らかにして「２．その他事項」に記載する 

こと。 
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●風車建設予定地 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

風力発電施設から発生する騒音等に対する取組について 

環境省水 ・大気環境局大気環境課大気生活環境室 
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1. 再生可能エネルギーと風力発電

国際的に導入が進む再生可能エネルギー由来

の電力容量は、主に太陽光及び風力発電に対する

政策支援とコスト削減により、2017～22年にかけ

て43％成長し、922GW増加することが見込まれる。

世界的に再生可能エネルギー容量の増加は太陽

光と風力に依存しており、2017～22年に新しく追

加される電源の 82％を占める（太陽光 438GW、風

力発電 321GWの増加）1) 。 

日本では 2018 年に閣議決定された政府の第５

次エネルギー基本計画において、太陽光・風力に

ついては、世界的に低コストで導入が拡大してい

ることを踏まえ、我が国においても、今後、技術

革新等により、一層のコスト低減を進めて他の電

源と比較して遜色ない競争力のあるコスト水準

となること、蓄電池等との組み合わせにより長期

安定的な電源として成熟していくことが期待さ

れると記載されている 2)。 

2018 年の世界のこれまでの陸上風力の容量は

540GW、洋上風力の容量は 23GWに達するが 3)、日

本での導入量はその 1%未満にとどまっている。し

かし、第５次エネルギー基本計画でも、風力発電

は、大規模に開発できれば発電コストは火力並み

で経済性も確保できる可能性のあるエネルギー

源と位置づけられており、日本の風力発電の累積

導入量は政府による長期エネルギー需給見通し

では 2030年度に 1,000万ｋW（陸上風力＋洋上風

力）に達する見込みとされ 4)、2018年３月末の導

入量（約 350万 kW 5)）から約 3倍と、今後大きく

増加していくと予想される。 

2. 風力発電と騒音に関する苦情

風力発電に伴い発生する騒音は、交通騒音等と

比べ、著しく大きなものではない。ただ、風力発

電施設がもともと静穏な地域に作られることが

多いため、騒音に関する苦情が発生する場合があ

る。2018年に環境省は、全国の地方公共団体を対

象に、風力発電施設から発生する騒音の実態及び

今後の課題等を把握するアンケート調査を実施

した（回答のあった 145団体を対象に集計）。2018

年 10 月１日現在、稼働中（整備に伴う一時停止

中を含む。）の自家用・売電事業用風力発電施設

を対象に調査したところ、苦情が寄せられた施設

は 562 箇所中 67 箇所（12％）で、そのうち調査

時点で苦情が継続しているのは 22 箇所（４％）

となっていた。苦情が継続している風力発電施設

の大半は 20kW未満（13箇所）であり、そのほか

は定格出力別で1,000kW以上2,000kW未満で４箇

所、2,000 kW以上で５箇所となっていた。稼働開

始年度別の苦情発生状況別施設箇所数は、図１の

とおりである。平成 14 年度から苦情等が発生し

ているが、平成 28年度は３件（定格出力 20kW未

満１件、1,000kW以上２件）、平成 29年度は８件

（定格出力 20kW未満７件、1,000kW以上１件）、

平成 30 年度は４件（定格出力 20kW 未満３件、

1,000kW以上１件）である。近年では、20kW未満

の苦情発生施設箇所数の割合が増えている。 

図１ 稼働開始年度別の苦情発生状況別施設箇所数 
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風力発電施設から発生する騒音等に対する取組について 
 

風力発電施設から最も近い苦情者宅までの距

離は、図２のとおりである。苦情等が発生したこ

とのある 67 施設において、苦情を寄せている者

のうち、風力発電施設から最も近い苦情者宅まで

の距離は、20ｍから 3,000ｍの範囲だった。施設

数では、「200m未満」が 14箇所と最も多く、次い

で「1,000m以上」が 12箇所だった。 

また、苦情者宅までの距離が「200m未満」では、

14箇所のうち、12箇所で苦情が継続している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 風力発電施設から最も近い苦情者宅までの距離 

 

定格出力と最も近い苦情者宅までの距離を図

３に示す。苦情を寄せている者までの最短距離は、

定格出力に関係なく1,500m以内（3,000m・2,000kW

の苦情原因は景観によるもの）に収まっている。

苦情を寄せている数は、20kW未満と 2,000kW前後

に大別され、20kW未満では 200m以内に集中して

いるが、それ以上大きくなると定格出力の大きさ

と苦情を寄せている最短距離に比例関係はなく、

1,500m 以内ではどの距離でも苦情が起こりえる

状況という結果になった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 定格出力と最も近い苦情者宅までの距離 

なお、この調査結果は、全ての風力発電施設を

対象としたものではないこと、また、苦情が直接

事業者に寄せられ、自治体が把握していないこと

もあり得ることに留意が必要である。 

 

３. 風力発電施設から発生する騒音等に関

する検討 

環境省では、平成 25 年に音響学や医学等の専

門家による「風力発電施設から発生する騒音等の

評価手法に関する検討会」（座長：町田信夫 日

本大学理工学部教授（当時））を設置し、風力発

電施設から発生する騒音（以下「風車騒音」とす

る）に関する調査・評価手法等について検討を行

った。検討会は、パブリックコメントを経て、平

成 28年 11月に報告書をまとめ、公表した。報告

書では、国内外のこれまでの風車騒音に関する科

学的知見を整理するとともに、その結果を踏まえ、

風車騒音の評価の目安についての提言が取りま

とめられた。報告書により整理された科学的知見

の概要は以下のとおりである。 

 

3.1 風車騒音の特徴 

全国 29 の風力発電施設周辺において夜間の時

間帯に実測した結果、風力発電施設から発生する

音は距離とともに減衰し（図４参照）、風力発電

施設の周辺住宅等で実測された騒音は概ね

30-50dBの範囲であった 6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 夜間の風車騒音（単機）と水平距離の関係 

 

風力発電施設は、風向風速等の気象条件が適し

た地域を選択する必要性から、もともと静穏な地

域に設置されることが多い。そのため、風車騒音

のレベルは、施設の周辺住宅等では交通騒音等と
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比較して通常著しく高いものではないが、バック

グラウンドの騒音レベルが低いために聞こえや

すいことがある。また、風力発電施設の羽（翼）

の回転に伴い発生する音は、騒音レベルが周期的

に変動する振幅変調音（スウィッシュ音）として

聞こえることに加え、一部の風力発電施設では内

部の増速機や冷却装置等から特定の周波数が卓

越した音（純音性成分）が発生することもあり、

騒音レベルは低いものの、より耳につきやすく、

わずらわしさ（アノイアンス）につながる場合が

ある。 

全国の風力発電施設周辺で風車騒音を測定し

た結果からは、20Hz以下の超低周波音については

人間の聴覚閾値を下回り、また、他の環境騒音と

比べても、特に低い周波数成分の騒音の卓越は見

られない。 

なお、日本に設置されている風力発電施設のう

ち主要な製造事業者 17 社によるものの A 特性音

響パワーレベルと定格出力の関係を図５に示す。

同じ定格出力でも 10dB 近くの差が見られる例も

あり、選定の際には低騒音型の機種を選ぶことが

重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 風力発電施設の定格出力とA特性音響 

パワーレベル 

 

3.2 風車騒音の評価と健康影響 

これまでに国内外で得られた研究結果を踏ま

えると、風力発電施設から発生する騒音が人の健

康に直接的に影響を及ぼす可能性は低いと考え

られる。また、風力発電施設から発生する超低周

波音・低周波音と健康影響については、明らかな

関連を示す知見は確認できない。 

ただし、風力発電施設から発生する騒音に含ま

れる振幅変調音や純音性成分等は、わずらわしさ

を増加させる傾向がある。静かな環境では、風力

発電施設から発生する騒音が 35～40dB を超過す

ると、わずらわしさの程度が上がり、睡眠への影

響のリスクを増加させる可能性があることが示

唆されている。 

また、超低周波数領域の成分の音も含めた実験

の結果、周波数重み付け特性として A特性音圧レ

ベルが音の大きさ（ラウドネス）の評価に適して

いる。 

なお、諸外国における騒音の指標を調べたとこ

ろ、多くの国が A 特性音圧レベルを用いている。

また、周囲の背景的な騒音レベルから一定の値を

加えた値を風力発電施設から発生する騒音の限

度としている国が複数みられる。 

４. 指針及び測定マニュアルの公表 

環境省では、３．に記した検討会報告書を踏ま

え、平成 29 年５月 26 日に、「風力発電施設から

発生する騒音に関する指針」と、「風力発電施設

から発生する騒音等測定マニュアル」を策定した

（詳細は、 

http://www.env.go.jp/air/noise/wpg.html 

参照）。 

 

4.1 指針・測定マニュアルの策定の趣旨 

指針と測定マニュアルを策定した趣旨につい

ては、指針を発出した際の環境省水・大気環境局

長から都道府県等宛ての通知において、以下のよ

うに記されている。 

「検討会では、３．に示した知見を基に、風車

騒音については通常可聴周波数範囲の騒音とし

て取り扱い、わずらわしさと睡眠影響に着目して、

屋内の生活環境が保全されるよう屋外において

昼夜の騒音をそれぞれ評価することが適当であ

ると整理され、風車騒音の評価の目安が提案され

た。指針は、この考え方を踏まえ、風車騒音によ

る生活環境への影響を未然に防止するため策定

された。 

また、通常、環境騒音を測定する際には、風に

よる雑音を避けるため、風が強い際には測定を避

けることとされているが、風車騒音は、施設が稼

働する風が吹く際に発生するため、指針による評

価を行うための測定は、風力発電施設が稼働する
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有効風速範囲において行う必要があり、通常の環

境騒音の測定とは異なる測定手法が必要である。

そのため、測定マニュアルが作成されている。 

指針と測定マニュアルは、風力発電施設の設置

事業者及び運用事業者等による具体的な対策実

施等に資するとともに、地方公共団体による関係

する事業者や住民等への対応の際の参考となる

ことを期待し、定められている。」 

 

4.2 騒音に関する環境基準との関係 

風力発電施設から発生する騒音は、風力発電施

設の規模、設置される場所の風況等でも異なり、

さらに騒音の聞こえ方は、風力発電施設からの距

離や、その地域の地形、植生や舗装等の地表の被

覆状況、土地利用の状況等により影響される。今

回策定された指針による指針値は、このような風

力発電施設から発生する騒音の特性を踏まえ、全

国一律の値とするのではなく、風力発電施設の設

置事業者及び運用事業者等による地域の状況に

応じた具体的な対策の実施等に資するために策

定したものであり、行政の政策上の目標として一

般的な騒音を対象とし、生活環境を保全し、人の

健康を保護する上で維持されることが望ましい

ものとして定められている騒音に係る環境基準

（平成 10年９月 30日環境庁告示第 64号）とは

性格及び位置付けが異なる。したがって、上記の

局長通知では、騒音に係る環境基準の類型指定が

なされており、風力発電施設が設置されている地

域においては、一般的な騒音に対しては引き続き

当該環境基準に基づき生活環境を保全し、人の健

康を保護するための施策を講じるとともに、風力

発電施設から発生する騒音については、指針に基

づき、未然防止の観点から、当該地域の状況に応

じた具体的な対策等が講じられるよう努めるこ

ととされている。 

 

4.3 指針の概要 

 

(1)対象と用語の意味 

指針の対象は、主として商業用に用いられる一

定規模以上の風力発電施設の稼働による騒音と

する。   

また、指針では、「残留騒音」とは「一過性の

特定できる騒音を除いた騒音」、「風車騒音」とは

「地域の残留騒音に風力発電施設から発生する

騒音が加わったもの」としている。 

(2)風車騒音に関する指針値 

風力発電施設は山間部等の静穏な地域に設置

されることが多く、まれに通過する自動車等の一

過性の騒音により、その地域の騒音のレベルは大

きく変化する。また、風車騒音は風力発電施設の

規模、設置される場所の風況等でも異なり、さら

に騒音の聞こえ方は、風力発電施設からの距離や、

その地域の地形や被覆状況、土地利用の状況等に

より影響される。これらの特徴を踏まえ、風車騒

音に関する指針値は、全国一律の値ではなく、地

域の状況に応じたものとし、残留騒音に 5dBを加

えた値とされた（図６、７参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 指針値と残留騒音のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 指針値のイメージ 
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ただし、地域によっては、残留騒音が 30dB を

下回るような著しく静穏な環境である場合があ

る。そのような場合、残留騒音からの増加量のみ

で評価すると、生活環境保全上必要なレベル以上

に騒音低減を求めることになり得る。そのため、

地域の状況に応じて、生活環境に支障が生じない

レベルを考慮して、指針値における下限値を設定

するとされ（図 7 参照）、具体的には、残留騒音

が 30dB を下回る場合、学校や病院等の施設があ

り特に静穏を要する場合、又は地域において保存

すべき音環境がある場合（生活環境の保全が求め

られることに加えて、環境省の「残したい日本の

音風景 100 選」等の、国や自治体により指定され

た地域の音環境（サウンドスケープ）を保全する

ために、特に静穏を要する場合等）においては下

限値を 35dB とし、それ以外の地域においては

40dBと定めた。 

 

(3)残留騒音及び風車騒音の測定方法とそれらの

騒音と指針値との比較の考え方 

騒音の評価尺度はいずれもA特性音圧レベルを

用いるものとし、また、通常の環境騒音の測定に

おいては雑音を抑制するため強い風を避けるこ

ととされているが、この指針における残留騒音及

び風車騒音は風力発電施設が稼働する風のある

条件で測定する必要があることから、原則として、

4.4 に述べるマニュアルに定める方法により、地

域の風況等の実態を踏まえ適切に行うこととさ

れた。 

残留騒音及び風車騒音は、人の生活環境を保全

すべき地域において、屋内の生活環境が保全され

るように、屋外において風力発電施設が稼働する

代表的な風況下において、昼間（午前６時から午

後 10時まで）と夜間（午後 10時から翌日の午前

６時）の値をそれぞれ求め、得られた残留騒音の

値に５dB を加えた値を指針値とすることとされ

た。ただし、残留騒音が 30dBを下回る場合等は、

下限値（地域によって 35dB又は 40dB）を指針値

とし、その上で、得られた風車騒音を指針値と比

較するものとするとされた。 

 

(4)注意事項等 

この指針の適用に当たっては、以下の注意事項

が付されている。 

・指針は、騒音に関する環境基準、許容限度や受

忍限度とは異なる。 

・測定方法が異なる場合、測定結果を単純に比較

することはできない。 

・指針は、風力発電施設から発生する騒音等に関

する検討を踏まえて設定したものであるため、

その他の騒音の評価指標として使用すること

はできない。 

また、設定に際しての基礎資料を適宜再評価す

ることにより、指針は必要に応じて改定するとさ

れている。 

なお、指針においては、騒音については聞こえ

方に個人差があり、また地域によって風力発電施

設の立地環境や生活様式、住居環境等が異なるこ

とから、指針値を超えない場合であっても、可能

な限り風車騒音の影響を小さくするなど、地域の

音環境の保全に配慮することが望ましいと記載

されている。風力発電施設による騒音問題の未然

防止においては、その場所の状況等に応じた取組

が重要である。 

 

4.4 測定マニュアルの概要 

4.1 に記したとおり、風車騒音の測定にあって

は、施設が稼働する風が吹く際に行うことが重要

であり、そのためその地域での風況を把握するこ

とが必要となる。また、風車騒音の評価において

は、これまで環境騒音の測定にはなかった残留騒

音の把握も必要となる。そのため、測定マニュア

ルが新たに定められた。このマニュアルは、風力

発電施設の設置事業者・製造事業者、行政（国、

地方公共団体）、地域住民等の関係者等が、風力

発電施設から発生する騒音に関する測定を行う

場合の標準的な方法を示すものであり、風車騒音、

残留騒音の測定方法の他、測定手順や留意点等も

併せて記載されている。また、附録として、平均

風速や暗騒音の影響を受けた際の分析データの

選定に関する判断の仕方と、記入様式の例が添付

されている。 

図８は風況・騒音を測定する場所のイメージ図

である。マニュアルにおいては、測定の対象地

域・地点の選定の考え方、測定時期や時間帯、騒

音を測定する際に必要となるウィンドスクリー

ンや測定高さ、除外音処理する音等についても整

理している。 
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図８ 風況・騒音を測定する地点の配置例 

 

測定マニュアルの具体的な内容については、環境

省 HP

（http://www.env.go.jp/air/noise/wpg/sokute

imanual.html）参照。 

 

５. 今後の取組 

上述の検討会報告書では、以下が今後の課題と

され、知見を集めていくことが重要とされた。 

・既に設置されている風力発電施設の現地におけ

る事後調査の分析結果を踏まえた風車騒音の

伝搬等に関すること。 

・純音性成分の評価等の、現時点で知見が不足し

ている風車騒音の人への影響に関すること。 

・既に風力発電施設が設置されている地域に新た

に別の風力発電施設を建設する場合の騒音の

累積的な影響に関すること。 

・今後風力発電施設が超大型化した場合の騒音等

の影響に関すること。 

環境省としては、今後、これらの課題に関し知

見を集めていく予定である。 

本稿で紹介した風車騒音に関する指針・測定マ

ニュアルは策定され２年が経過しており、この間、

指針等を活用した環境影響評価等が実施されて

いるところである。今後はこれらの活用実態等も

踏まえながら、引き続き指針等の適切な運用が進

むよう取り組んでいく予定である。風力発電は大

気汚染等の環境負荷の少ないクリーンなエネル

ギーであることから、指針等の活用により、騒音

に関し、生活環境の保全に向けた取組が更に進む

ことを期待している。 
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